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生成原単位は将来交通量推計の基礎になる数字であり，これまで性別・年齢階層別にすると大きな変化

はないと仮定されてきた．しかし，各地のパーソントリップ調査の結果から若年者を中心にして生成原単

位が減少していることが明らかになってきた． 
そこで本研究では生成原単位減少の背景を探るため，外出のない人の状況についても把握ができる可能

性があることを想定してwebアンケート調査を行い，外出の有無と，社会的環境，個人的な状況との関係
を調査した．この結果，外出の「あり・なし」と年収の金額や運転免許の保有が関係することを明らかに

することができた． 
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1.	
 はじめに 
 
高齢社会や人口減少社会の到来を踏まえて政府では

2013年に交通政策基本法の制定，2014年には「国土のグ
ランドデザイン2050」の公表，「まち・ひと・しごと創
生本部」の設立などをはじめとする様々な法制度の確立

や方針が打ち出されつつある．これらは，人口構造の変

化に対応して，持続可能な社会や地域をいかにして構想

し，構築していくのかを主要な課題としている． 
ここで人々の活動の多くは交通を通じて達成されるこ

とを踏まえると，持続可能な社会を構築するための人々

の活動を把握する指標として交通は重要な意味を持つこ

とがわかる． 
我々の日常生活は通勤・通学，業務，買い物・通院・

交遊など多様な目的を持って外出し人々と出会い，情報

や物資を交換することで成立している．我々が，これら

の活動を行う際に存在する空間的な距離を克服する方法

として，リアルな空間で対応する方策が交通である．一

方，バーチャルに対応するのが電話やインターネットに

代表される通信である． 
したがって，交通の状況を把握するための様々な調査

は，見方を変えると社会活動の諸断面を交通を通して把

握する指標としの意義があるということができる． 
こうした交通のあり方がこれまでとは変化している可

能性がある． 
図-1は近畿圏パーソントリップ調査（以下，PT調査，

2010年実施）で得られた生成原単位と過去の調査との推
移を見たものである． 
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図-1	
 年齢階層別の生成原単位の推移（平日）1)	
 

 
これより，高齢者の生成原単位が以前に比べて増加し

ていることがわかる．高齢者交通に対応することの重要

性が交通量の増加という点からも把握することができる． 
一方，20歳代～40歳代の「人生前半の人たち」の生成
原単位がこの10年間の間で大きく減少していることがわ
かる．この傾向は近畿圏だけでなく，東京都市圏PT調
査（2008年実施）や中京都市圏PT調査（2011年実施）で
も似た傾向となっていることが把握されている． 
生成原単位は，将来交通量推計の際に今も多くの場合

に活用されている四段階推定法で最初に算出する生成交

通量を求める際のベースとなるものである．そして生成

原単位は，性別・年齢別には大きく変動しないと仮定さ

れてきた．しかし，図-1に観るように同じ年齢階層であ
っても生成原単位は大きく変化している． 
これまで，土井ら１）はこうした生成原単位の変化の状

況をPT調査のデータから分析し，将来の生産年齢人口
（15歳～64歳）の減少と，この年代の人たちの生成原単
位の減少の相乗効果により，将来交通量は現状の0.84～
0.86程度になることを推計している．しかし，何故，こ
うした変化が生じたのかに関する背景までの考察までに

は至っていない． 
そこで，本研究では生成原単位が若年者を中心に減少

している背景について考察をすることで．この問題の所

在を多くの研究者と共有し，議論し，社会政策を推進す

る素材を得ることを目的とするものである． 
 

2．本研究の意図と構成	
 

	
 

2.1	
 生成原単位変化の要因	
 

生成原単位減少の背景には，次の3つの要因が考えら

れる．	
 

①調査方法の変化	
 

2010年の近畿圏PT調査は，調査票の配布と回収を郵送
配布・郵送回収（一部はWebで回収）で実施している．
これまでのPT調査で実施された訪問配布・訪問回収法

とは異なっている．このために，回答時に記載漏れが起

こりやすい徒歩や自由目的の交通が減少している可能性

がある．この点は，佐藤ら２）の研究でも面談調査の方

が調査票を留置く方法よりも多くのトリップの把握をす

ることができると報告されている． 
②社会的な環境変化の影響	
 

人々の交通行動は個人の活動量と，その人が置かれた

社会的な環境の影響を受けるものと考えられる．例えば，

近隣の商店街が衰退すると毎日歩いて出かけていた買い

物も週に一度，自動車で出かけることになる．あるいは

公共交通のサービスが低下すると自動車を持たない人た

ちの交通は潜在化するかも知れない．	
 

また，情報化の進展は買い物や交流による交通の発生

をネット通販やフェイスブックなどのSNSなどバーチャ

ルなものに変える可能性がある．こうした社会的な環境

変化が人々の交通行動に影響する可能性がある．	
 

③個人の状況の変化	
 

個々人のライフステージによる変化や経済的な変化だ

けでなく，世代に共通する価値観などの変化が交通行動

に影響を及ぼすものと考えられる．	
 

	
 

本研究では，①の調査方法の変化による生成交通量の

減少の可能性はあるものと想定しているが，それだけが

原因ではなさそうであると判断している．例えば，表-1

は富山市の運転免許保有率の推移を示したものである．	
 

	
 

表-1	
 富山市の運転免許保有率（保有者/人口）の推移	
 

	
 

データ提供：富山市	
 

富山市はコンパクトなまちづくりを推進していること

で有名であるが，1999年の富山高岡広域都市圏PT調査で
は自動車の分担率が72.2%と自動車利用の割合が高い都
市である．その富山市で，2004年と比較すると2014年で
は30歳代までの人たちの免許保有率が減少している．特
に20～29歳の免許保有率が4ポイント程減少をしている．
こうした免許の保有をしない人たちの割合の増加は，生

成原単位の変化と関係があるかも知れない．また，この

減少傾向は富山市にだけでなく，多くの都市でも生じて

いる可能性がある． 
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従って，①の調査方法の変化以外にも，②の社会的変

化や③の個人の状況の変化による影響もあると考えて，

研究を進めることにした． 
 
2.2	
 本研究の意義 
生成原単位は既に述べたように交通計画，特に将来交

通量推計の際のコントロールトータルとなる生成交通量

を推計する際に用いられる指標であるが，大きな変化が

ないことを前提としていたため，変化については十分な

研究の蓄積がない． 
こうした点から，生成原単位の減少の背景を考察する

ことは，今後の交通政策を考える上で意義のあることだ

と考えられる． 
次に，既に述べているように交通現象は人々の社会的

な活動を把握するための指標と考えることができる．し

たがって，生成原単位が減少傾向である背景を探ること

は交通政策だけでなく，福祉政策や経済政策，経済政策

など公共政策を考える上でも意義のあることだと考えら

れる． 
 
3.	
 調査の概要 
 
3.1	
 調査の概要 
生成原単位の基になる外出行動の状況（平日・休日）

と，それに影響を及ぼすと考えられる，個人の育成過程

（小学生の頃の外出と利用交通手段など），運転免許の

保有状況，1週間で外出しない日の有・無や外出しない
日の時の過ごし方，交通手段の保有状況，家族構成，収

入，友人の数，バス停や駅までの距離などに関するアン 
 

表-2	
 webアンケート調査の概要	
 

タイトル

実施日程

対象者
回答数

プロフィール
性別，年齢，居住地，婚姻，子供の
有無，住まい方，職業，世帯年収，
個人年収

子供の頃の交通行動 目的と手段（平日と休日）
直近平日の外出目的
と交通手段
直近日曜日の外出目
的と交通手段

運転免許の保有状況
保有・非保有，取得時期，取得動
機，未取得の理由

普段の1週間での外
出（平日．休日） 有無，回数
外出しない日の行動 家で何をしているのか
生活への満足度 満足～不満
将来の生活は明るい
か 思う～思わない
一緒にでかける友人・
家族

人数

自宅 居住地，バス停・駅までの距離
支出の内訳 食料，家賃，交通…

くらしに関するアンケート調査
2015年1月

521名
12歳～50歳未満，婚姻形態別，近畿圏

通勤・通学，買物，交流等
電車・鉄道，バス，自動車等

主な設問

 

ケート調査を2014年の秋～冬に連名者が関わる大学生・
大学院生を対象として実施した．この結果についての報

告はここでは省略をするが，大学に通学している学生は，

少なくとも外出をしている訳であるから，彼らに質問す

るだけでは，外出をしない日が多い人たちの状況を把握

するためには十分ではないことがわかった．そこで，

webアンケート調査を行うことで外出をしない人たちの
状況についても把握することにした．その概要を表-2に
示す． 
ここでの設問項目は，先ほどの学生アンケート調査と

ほぼ同様のものとした．本論文では，このwebアンケー
ト調査の結果を報告する． 

 
3.2	
 webアンケート調査・回答者の概要 
回答者の概要は図-2に示す．女性が2/3を占める．年齢
構成として，20歳から50歳未満の人たちから回答を得る
ことができた．また，運転免許については17%の人たち
が未保有である．年収は400万円未満の人たちが65%を
占める構成となっている． 

 

図-2	
 webアンケート調査・回答者の概要（N=521）	
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図-3	
 回答者の外出のあり･なし（N=251）	
 



 

 4 

「普段，1週間で1回も外出しない日はありますか？平
日，休日に分けてお答えください」との設問に対する回

答を図-3に示す．外出をする人たち（以下，外出あり）
に対して，平日で約4割，休日では2/3の回答者が外出し
ない（以下，外出なし）と回答している． なお，平日
の外出ありの中には休日の「外出あり・なし」が，また

平日の外出なしにも休日の「外出あり・なし」が含まれ

ている．回答者の内訳は表-3に示す通りである． 
 

表-3	
 回答者の内訳	
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4.	
  webアンケート調査の結果	
 

 
4.1	
 社会的な環境と外出	
 

設問にある自宅の所在地や「自宅から最寄りのバス

停・駅からの距離」が回答者の生活を取り巻く社会的な

環境であると考え，これと外出の関係について見たもの

が図-4である． 

 
図-4	
 バス停・駅からの距離と外出	
 

 
外出あり，外出なしの人たちと自宅からバス停や駅ま

での距離との関係に有意差はなかったので，統計的な意

味付けは不確かではあるが，休日の外出あり以外は，外

出ありの人たちの方がバス停や駅から自宅までの距離が

短い傾向（利用しやすい状況）にあることが推測される．

休日についてのバス停から遠い方が外出ありとあるのは，

バスでの外出ではなく自動車などが使われているために

バス停の状況とは関係がないのかも知れない． 
確たることまで言えないが，バスや鉄道が利用しやす

い方が外出がある傾向があると推測されるが，回答者の

外出時の利用交通手段との関係など，更に分析を進めて

外出と交通条件の関係を明らかにすることが必要となる． 
 

4.2	
 個人の状況と外出	
 

個人に関わる状況として，年収，免許保有状況，社会

に対する考え方についてwebアンケート調査の結果を紹
介する． 
①	
 個人年収との関係	
 

図-5は個人の年収と，平日と休日でそれぞれ外出の有
無の人たちと，平日と休日で「外出のなし」と「外出あ

り」の人たちの関係を見たものである． 
ここで，平日の外出ありと外出なし，平日と休日で外出

ありと外出なしの人たちの年収との間には5%で有為差
があることが確認できた． 

 

図-5	
 個人年収と外出	
 

 
これより，外出ありの人たちの年収の平均値は350万
円程度であり，外出しない人たちの年収の平均値は100
万円程度低い約250万円となっていることがわかる． 
表-4は厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（2014年
度）のデータであるが，正社員と正社員以外では平均す

ると月収で12万円程度の差があることがわかる． 
また表-5は総務省「労働力調査」の結果であるが，2005
年から2014年の9年間に正規雇用者が1,300万人も減少し，
一方，非正規雇用者が1,200万人増加し，雇用者全体の
うち38%（=1,980/5,279）を占めるまでになっている． 
この2つの調査から，収入の少ない非正規雇用者が増
加していることがわかる．これより収入の少ない人たち

が社会的な影響力を持つほど増加した結果として，生成

原単位が減少していることが推測できる． 
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表-4	
 正社員･正職員とそれ以外の賃金（月収）比較３）	
 

 
 

表-5	
 正規と非正規の職員・従業員の推移４）	
 

 
 
②	
 免許保有との関係	
 

図-6は運転免許の保有状況と，平日と休日でそれぞれ
外出のあり，なしの人たちと，平日と休日で「外出のな

し」と「外出あり」の人たちの関係をみたものである． 
ここで平日の外出ありとなしの人たちの免許取得率に

は有意差のあることが確認できた． 
これより，外出なしの人たちの2割は免許を保有して

いないが，外出ありの人たちは，より多く免許を保有し

ていることがわかる．既に表-1で富山市の若年者の運転

免許保有率が減少傾向にあることを示したが，こうした

傾向の進展は生成原単位減少の背景になるものと考えら

れる．	
 

webアンケート調査では，免許非保有の理由について
も質問をしている（図-7）．これより，「免許取得費用

が高額」であるとの回答が最も多く，次いで「自動車を	
 

使う必要性を感じない」との回答が多い．	
 

前節で収入が少ない人たちの外出が少ないことを指摘

したが，収入が少ないことで運転免許取得が困難な状況	
 

となり，その結果として外出がない人たちもあることが

推測される． 
また，「自動車を使う必要性を感じない」との回答に

は，公共交通などが便利なところに住んでいるために自

動車が必要でないという人たちと，外出をしない人たち

や外出する範囲が広くないために自動車を必要としない

人たちが含まれいると想定できる．	
 

 

図-6	
 運転免許保有率と外出	
 

 
 

図-7	
 免許未保有の理由	
 

 
③	
 社会に対する考え方	
 

Webアンケート調査では「現在の生活への満足」や
「将来の生活は明るい」についての問を設定して，これ

と外出との関係を把握しようとした． 

 
図-8	
 現在の生活への満足と外出	
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このうち「現在の生活への満足」と外出についての結 
果を見たものが図-8である．これより，生活に対する満
足感と外出の有無について，この段階では関係があると

いう結果は得られなかった．「将来の生活は明るい」に

ついても類似の結果となっている．さらにこうした関係

についても研究を深めることが必要であると考えられる． 
 
4.3	
 外出しない日の家庭での過ごし方	
 

webアンケートでは，外出しない日に家庭で一体，ど
んなことをしているのかについても設問している．	
 

その回答が図-9である．これより，平日では家事，テ

レビ，ネット，ごろごろの4つの過ごし方がそれぞれ約6

割となっている．また休日では，ごろごろ，テレビ，ネ

ット，家事の順がやはり6割を越えているが，過ごし方

の中身は平日と同様である．ごろごろは文字通り目的を

持つというよりも休憩をしながら時間を過ごすことであ

ると考えられる．それ以外の家事，テレビ，ネットはも

う少し目的意識のある時間の過ごし方であると言える．	
 

ここで，外出しない日をネットで過ごす人たちが，ど

れ位を占めるのか関心があったが，結果としては平日で

は家事やテレビ，休日ではごろごろやテレビよりも少な

いものとなっている．	
 

表-6は内閣府の「青少年のインターネット利用環境

実態調査」であるが，青少年のインターネット利用時

間（携帯電話とスマートフォンの利用時間であり，ここ

にはパソコンなどでの利用は含まれていない）は，増加

の一途であることがわかる．また，一日に2時間以上も
利用する人たちが4割となっている． 
	
 

 
図-9	
 外出しない日の家庭での過ごし方	
 

表-6	
 青少年の携帯電話・スマートフォンによる	
 

インターネット利用時間（経年比較）５）	
 

 

	
 

「青少年のインターネット利用環境実態調査」か

らは携帯電話とスマートフォンに加えてパソコンはコミ

ュニケーションや情報検索，そしてショピング・オーク

ションに多く使われているとのことである５）．これら

の活動と交通行動とは重なる領域があると考えられるた

めに，インターネットと接する時間やその内容と外出と

の関係についても，今後さらに確認をする必要がある．	
 

 
5.	
 おわりに	
 

 
本稿では，PT調査から明らかになった生成原単位減
少の背景を別途の調査で把握することを試みたものであ

り，学生調査を踏まえて実施したwebアンケート調査の
結果を紹介した． 
これより，生成原単位に深く関係する外出の有無につ

いては次の結果を得た． 
①年収との関係がある 
②免許の保有とも関係がある 
ことについて把握することができた． 
そして，この①も②も実は年収とも関係していること

が，今回の調査で把握することができた．「人生前半の

人たち」の収入の減少が交通行動にも影響しているもの

と考えられる． 
次に本研究から，今後の課題となるものとして，次の

ことが挙げられる． 
・年収の分布と外出の有無との関係から，外出を促す年

収のデータをさらに収集すること． 
・バスや鉄道などの公共交通のサービス水準や，生活に

関する満足度とは，今回は明確な差を見出すことはで

きなかった．そのために，さらに角度を変えた調査を

することが課題となる． 
・インターネットの利用時間や利用目的と交通行動の関

係についても把握することが必要である． 
・webアンケート調査では，今回紹介した設問以外に
「よく一緒に外出する友人や家族の人数」や「1ヶ月
の支出とその中で占める交通費」（交通エンゲル係

数）などについて回答を得ているが，外出ありとなし
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の人たちの間に特に顕著な差を見出すことができなか

った．この点についても，さらに検討を進めることが

課題となる． 
・これらの設問と外出との関係について多変量解析など

を用いて因果関係を把握することも課題となろう． 
 
さらに，本研究から，高齢社会の高齢者を支える役割

を割り振られた「人生前半の人たち」も，実は自分たち

自身を支えることで精一杯であることがデータから見え

てきた．こうしたことは交通政策の課題というよりも，

交通現象から把握することができる公共政策の課題であ

るということができる．したがって公共政策を推進する

ための知見をさらに積み重ねていくことが必要である． 
今後も，こうした研究を通して望ましい社会のあり方

について考えていきたい． 
なお，本研究は科研費・基盤研究（C）課題番号

26512008を受けて実施したものである． 
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